
令和７年国勢調査の実施について①

■調査期日

２０２５年１０月１日現在

■調査対象

日本国内に住んでいる全ての人と世帯（外国人を含む）

※全ての札幌市民（約１９７万人、約１００万世帯）が対象

■調査スケジュール

９月２０日(土)から順次、調査員が調査書類一式の配布を開始

⇒円滑な調査の実施に向けて準備を進めるため、

４月２５日に「令和７年国勢調査札幌市実施本部」を設置



令和７年国勢調査の実施について②

■調査員の募集について

①応募方法

・インターネット（２４時間受付）

専用フォームに必要事項を入力し、送信

・電話（午前８時～午後９時、年中無休）

札幌市コールセンターに電話

②応募締め切り

６月３０日（月）
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●令和 7年国勢調査の実施について 

 
 2025年 9月から 10月にかけて、5年に 1度の国勢調査が実施されます。 

同調査は、日本国内に住んでいる全ての人および世帯を対象に、各種行政施策の基礎

資料とするとともに、企業における市場分析など、さまざまな分野で活用されることを

目的として、全国一斉に実施されるもので、国の最も重要な統計調査です。 

 札幌市は、2021年以降、人口減少局面に移行していることから、同調査は今後の人口

減少対策への取り組みを進めるに当たって、非常に重要な調査となります。4月 25日に

は「令和 7 年国勢調査札幌市実施本部」を設置し、円滑な調査の実施に向けて準備を進

めてまいります。 

 

１ 調査期日 

  2025年 10月 1日現在 

 

２ 調査対象 

  日本国内に住んでいる全ての人（外国人を含む）および世帯 

  ※札幌市内では、約 197万人（約 100万世帯）が対象 

 

３ 調査事項 

 (1) 世帯に関する事項 

①世帯の種類 ③住居の種類 

②世帯員の数 ④住宅の建て方 

(2) 世帯員に関する事項 

①氏名 ⑧5年前の住居の所在地 

②男女の別 ⑨就業状態 

③世帯主との続柄 ⑩所属の事業所の名称および事業の種類 

④出生の年月 ⑪仕事の種類 

⑤配偶の関係 ⑫従業上の地位 

⑥国籍 ⑬従業地または通学地 

⑦現在の住居における居住期間  

 

４ 調査方法 

 ・9月 20日（土）から順次、調査員が全ての世帯へ調査書類一式を配布 

 ・インターネット、郵送、調査員への直接提出のいずれかの方法により回答 
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５ スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 結果の公表予定 

  2026 年 5 月ごろに、国のホームページ等で「人口速報集計」（全国、都道府県、 

市区町村別の男女別人口および世帯数）を公表予定 

 

７ 調査員の募集 

(1) 概要 

・札幌市の調査員数は約 12,000人（予定） 

・総務大臣から任命される非常勤の国家公務員として、報酬が支給される 

・調査員説明会への出席、担当地域の確認、調査書類の配布、未回答世帯への督促、 

調査書類の整理・提出などの業務を行う 

(2) 応募方法 

①インターネット（24時間受付） 

応募フォームに必要事項を入力し、送信 

②電話（午前 8時～午後 9時、年中無休） 

    札幌市コールセンター（222-4894）に電話 

(3) 応募締め切り 

   2025年 6月 30日（月） 

配布開始 

9/20(土) 

 

4/25(金) 

実
施
本
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｟
※
｠ 

 

9/2(火)～ 

調
査
員
説
明
会 

調査書類の配布 

（10/1まで） 

 

調査期日 

10/1(水) 

インターネット回答 

郵送提出 

調査員への直接提出 

 

10/8(水) 

 

10/17(金) 

未
回
答
世
帯
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の
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促 

調
査
書
類
の
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理
・
提
出 

調査終了 

10月末 

11月 
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調
査
書
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2月末 
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施
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【問い合わせ先】 

 まちづくり政策局政策企画部未来創生担当課 田村、吉田 

          電話：211-2267 ファクス：218-5109 

※ 

※本部長：天野副市長、副本部長：まちづくり政策局長、本部員：関係各局・区 

回
答
期
限 

▲応募フォーム 
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